
　

法
律
に
基
づ
く
見
直
し
な
ど
に
よ

り
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険

料
率
な
ど
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

◆
保
険
料
率
と
賦
課
限
度
額
の
引
き

上
げ

　

今
回
の
改
正
で
は
、保
険
料
率（
均

等
割
額
と
所
得
割
率
）
が
引
き
上
げ

ら
れ
ま
し
た（
＝
左
図
）。

　

ま
た
、
保
険
料
の
賦
課
限
度
額
が

62
万
円
か
ら
64
万
円
に
引
き
上
げ
ら

れ
ま
し
た
。

　

令
和
２
年
度
（
令
和
元
年
分
所

得
）
の
市
県
民
税
課
税
者
に
、
税
額

や
納
期
限
な
ど
を
記
載
し
た
納
税
通

知
書
を
６
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。

　

こ
れ
に
伴
い
、
適
用
さ
れ
る
主
な

改
正
の
概
要
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま

す
。

◆
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
の
見
直
し

　

令
和
元
年
６
月
１
日
以
降
に
国
か

ら
指
定
を
受
け
た
地
方
団
体
以
外
へ

の
ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
る
寄
付
金
は
、

市
県
民
税
に
係
る
寄
付
金
税
額
控
除

の
特
例
控
除
分
や
申
告
特
例
（
ワ
ン

ス
ト
ッ
プ
特
例
）
控
除
分
の
対
象
外

と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、
基
本
控
除

分
は
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

対
象
と
な
る
地
方
団
体
は
、
総
務

省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
ふ
る
さ
と
納
税

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
」
で
ご
確
認
く
だ

さ
い
。

◆
非
課
税
の
対
象

　

市
県
民
税
は
「
均
等
割
」
と
「
所
得

割
」
か
ら
な
り
ま
す
。
前
年
の
合
計

所
得
が
一
定
額
以
下
の
人
な
ど
は
非

課
税
の
対
象
で
す（
＝
下
図
）。

◆
無
収
入
で
も
申
告
を

　

税
務
証
明
書
な
ど
の
基
礎
資
料
と

す
る
た
め
、
令
和
元
年
中
に
高
齢
や

無
職
な
ど
に
よ
り
所
得
が
な
か
っ
た

人
や
生
年
月
日
が
平
成
13
年
４
月
１

◆
軽
減
割
合
の
縮
小
と
対
象
の
拡
大

　

均
等
割
額
は
、「
軽
減
判
定
所
得

基
準
」
が
一
定
額
以
下
の
場
合
、
そ

の
額
に
応
じ
て
軽
減
さ
れ
ま
す
。
今

回
の
改
正
で
は
、
軽
減
割
合
の
一
部

が
縮
小
さ
れ
、
ま
た
軽
減
判
定
所
得

基
準
の
一
部
が
拡
大
さ
れ
ま
し
た

（
＝
左
表
）。

　

な
お
、
決
定
通
知
書
は
、
７
月
中

旬
に
発
送
予
定
で
す
。

問
市
民
課
保
険
料
班
☎
73
・
０
０
８
６

日
以
前
の
学
生
な
ど
、
収
入
の
な
い

人
も
申
告
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
減
免
制
度

　

災
害
な
ど
の
理
由
で
一
定
の
基
準

に
該
当
す
る
場
合
は
、
市
県
民
税
が

減
免
さ
れ
ま
す
。
減
免
さ
れ
る
た
め

に
は
納
期
限
ま
で
に
申
請
が
必
要
で

す
。
左
記
ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

問
税
務
課
市
民
税
班
☎
73
・
０
０
８
７

◆市県民税が非課税となる人
均等割と所得割が非課税

①生活保護法により生活扶助を受けている人
②障がい者、未成年者、寡婦または寡夫で、前年の合計所得が125万円以下の人

均等割が非課税

前年の合計所得が、次の式で計算した金額以下の人
28万円×（控除対象配偶者および扶養親族の数＋１）＋16万8000円
ただし、控除対象配偶者および扶養親族がいない場合は28万円

所得割が非課税

前年の合計所得が、次の式で計算した金額以下の人
35万円×（控除対象配偶者および扶養親族の数＋１）＋32万円
ただし、控除対象配偶者および扶養親族がいない場合は35万円

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

保
険
料
率
な
ど
を
改
正

市
県
民
税
の
改
正
な
ど

ふ
る
さ
と
納
税
制
度
の
見
直
し

◆図　保険料額の算出式と保険料率の改正
保険料額の算出式
　年間保険料額＝均等割額＋（総所得金額など－33万円）×所得割率

保険料率の改正

【改正前】 【改正後】

均等割額 ４万1000円 → ４万3400円 2400円引き上げ

所得割率 7.89% → 8.39% 0.5%引き上げ

※県内すべての市町村で均一の保険料となります。

◆表　均等割額の軽減割合の縮小と軽減判定所得基準の拡大

軽減判定所得基準
（被保険者と世帯主の総所得金額などの合計） 軽減割合

33万円以下

世帯内の被保険者全員が年金収入
80万円以下（その他各種所得なし）

７割
（改正前は８割）

上記以外 7.75割
（改正前は8.5割）

33万円+28万5000円×世帯内の被保険者数　以下
（改正前は28万円） ５割

33万円+52万円×世帯内の被保険者数　以下
（改正前は51万円） ２割

※７割軽減の対象者は、年金生活者支援給付金の支給や介護保険料の軽減強化といっ
た支援策の対象となります（課税者が同居している場合は対象外）。

　重度心身障害者（児）の医療費を助成する「重度心身障
害者医療費助成制度」の対象者が、８月から拡大されます。
　拡大される対象は精神障害者保健福祉手帳１級の所持
者です。なお、65歳以上で精神障害者保健福祉手帳１級
を取得した人および生活保護受給者は、医療費助成制度

の対象外となります。
　本市の精神障害者保健福祉手帳１級所持者には、７月
に通知を送付します。通知に記載されている期日までに
申請してください。

問福祉課障害福祉班☎73－0096

重度心身障害者医療費助成制度

８月から拡大 精神障がい者も対象に

くらしの情報Sosa Information
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市
内
の
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
で
、

夏
休
み
中
の
保
育
・
指
導
を
行
う
児

童
支
援
補
助
員
（
会
計
年
度
任
用
職

員
）を
募
集
し
ま
す
。

勤
務
期
間
・
時
間
…
７
月
21
日（
火
）

〜
８
月
31
日
（
月
）。
８
時
〜
18
時

30
分
の
間
で
１
日
５
時
間
程
度

※
原
則
、
土
・
日
曜
日
、
祝
日
を
除
く

資
格
…
教
員
・
保
育
士
・
社
会
福
祉

士
な
ど
の
資
格
所
有
者
。
ま
た
は
児

童
の
健
全
育
成
に
熱
意
が
あ
る
人

募
集
人
数
…
25
人
程
度

　

65
歳
以
上
の
人
の
介
護
保
険
料
は
、

所
得
に
応
じ
て
11
段
階
に
分
か
れ
て

い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、低
所
得
者（
第

１
〜
３
段
階
）
の
保
険
料
が
軽
減
さ

れ
ま
す（
＝
下
表
）。

　

今
年
度
分
の
介
護
保
険
料
額
は
、

決
定
通
知
書
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

決
定
通
知
書
は
６
月
中
旬
に
発
送
予

定
で
す
。

■

納
付
方
法

　

保
険
料
の
納
付
方
法
に
は
、「
特

別
徴
収
」「
普
通
徴
収
」「
口
座
振
替
」

が
あ
り
ま
す
。

特
別
徴
収
…
年
金
支
給
日
に
年
金
か

ら
保
険
料
を
天
引
き

普
通
徴
収
…
納
付
書
を
使
用
し
て
納

付（
納
付
書
は
決
定
通
知
書
に
同
封
）

口
座
振
替
…
納
付
期
日
に
口
座
か
ら

引
き
落
と
し

■

口
座
振
替
の
申
し
込
み

　

納
付
方
法
は
、
普
通
徴
収
よ
り
口

座
振
替
の
方
が
便
利
で
す
。
口
座
振

替
の
申
し
込
み
は
、
口
座
の
あ
る
金

融
機
関
ま
た
は
郵
便
局
に
①
納
付
書 

②
通
帳 

③
届
け
出
印
を
持
参
し
て

手
続
き
し
て
く
だ
さ
い
。

問
市
民
課
保
険
料
班☎

73
・
０
０
８
６

賃
金
…
時
給
９
５
１
円
〜

申
し
込
み
…
学
校
教
育
課
（
市
民
ふ

れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
１
階
）
に
連
絡
の

上
、
６
月
15
日
（
月
）
ま
で
に
書
類

を
提
出

提
出
書
類
…
①
令
和
２
年
度
会
計
年

度
任
用
職
員
応
募
申
込
書
（
学
校
教

育
課
に
備
え
付
け
。
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
か
ら
も
取
得
可
） 

②
資
格
証
明
書

の
写
し（
所
有
者
の
み
）

問
学
校
教
育
課
指
導
班

☎
73
・
０
０
９
４

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

児
童
支
援
補
助
員
を
募
集

介
護
保
険
料

所
得
に
応
じ
軽
減
さ
れ
ま
す

　税金は私たちの暮らしを支える大切な財源です。納期限ま
でに納めましょう。災害や病気などのやむを得ない事情によ
り納税が困難な場合は、お早めにご相談ください。
◆新型コロナウイルス感染症の影響に伴う措置
　新型コロナウイルス感染症の影響により収入に相当の減少
があった場合は、納税の猶予や減免が適用される場合があり
ます。税務課（市役所１階）までご相談ください。
◆日曜日や夜間の納税相談窓口
　市では、日曜日や夜間など、通常時間外の納税相談窓口を
税務課で開設しています。
日曜窓口…毎月第２・第４日曜日の９時～12時
　　　　　※年末年始除く。
夜間窓口…毎月25日の17時30分～19時30分
　　　　　※25日が土・日曜日、祝日の場合は次の平日。
◆市税を滞納した場合は
　市税を滞納すると、滞納日数に応じ延滞金が加算される他、
入札参加や補助金受給などが制限されることがあります。

問税務課納税推進室☎73－0087

納税に困ったら相談を
市税の納め忘れはありませんか？

◆所得段階ごとの介護保険料

所得段階 対象者
保険料（年額）

令和元年度 令和２年度

第１段階

①生活保護受給者
②中国残留邦人等支援給付を受けている人
③老齢福祉年金受給者で世帯員全員が市民税非課税の人
④世帯全員が市民税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計額が80万円以下の人

２万2950円
（基準額×0.375）

１万8360円
（基準額×0.3）

第２段階 世帯員全員が市民税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計額が120万円以下の人

３万3660円
（基準額×0.550）

３万600円
（基準額×0.5）

第３段階 世帯員全員が市民税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計額が120万円を超えるの人

４万4370円
（基準額×0.725）

４万2840円
（基準額×0.7）

※第４～11段階は変更ないため省略。基準額は６万1200円

　

児
童
手
当
の
受
給

者
は
、
手
当
を
継
続

し
て
受
け
る
た
め
に

「
現
況
届
」
の
提
出

が
必
要
で
す
。
こ
れ

は
、
毎
年
６
月
１
日

現
在
の
状
況
を
把
握

し
、
６
月
分
以
降
の

手
当
を
引
き
続
き
受

け
ら
れ
る
か
確
認
す

る
た
め
で
す
。

　

対
象
者
に
は
届
出

書
を
送
付
し
ま
す
。

内
容
を
確
認
し
、
関

係
書
類
を
添
え
て
期

限
ま
で
に
必
ず
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

　

提
出
が
な
い
場
合
は
、
手
当
が
受

け
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
の
で
、
ご
注

意
く
だ
さ
い
。

窓
口
提
出
…
福
祉
課
（
市
役
所
１

階
）ま
た
は
野
栄
総
合
支
所

郵
送
提
出
…
〒
２
８
９

－

２
１
９
８

匝
瑳
市
八
日
市
場
ハ
７
９
３
番
地
２

福
祉
課
子
育
て
支
援
班

提
出
期
限
…
６
月
30
日（
火
）

■

土
・
日
曜
日
の
受
け
付
け

　

６
月
13
日
（
土
）・
28
日
（
日
）
は
、

福
祉
課
で
現
況
届
の
受
け
付
け
を
行

い
ま
す
。

時
間
…
８
時
30
分
〜
17
時
15
分

問
福
祉
課
子
育
て
支
援
班

☎
73
・
０
０
９
６

6月30日までに提出を
児童手当の現況届
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